	塗料製造業


販売量は、平成22年には持ち直していたが、23年は、震災の影響により、減少に転じた。24年に入り微増で推移しているものの、回復の状況は分野による違いが見られる。
先行き不透明感から各企業は、設備投資を控えたり、生産品目を絞るなどの集約化を進めている。
製品・業界の概要
塗料は、対象物に塗装することによって塗膜を形成し、それによって対象物の保護、美粧などの効果を与える。対象物の表面特性を変化させ、防塵、抗菌、耐火などの特別な効果のある製品もみられる。
製品は、合成樹脂塗料、ラッカー、電気絶縁塗料、シンナーなどに分類され、合成樹脂塗料が金額ベースで約７割を占める。合成樹脂塗料は、さらに溶剤系、水系、無溶剤系（粉体塗料など）に分類される。
塗料の需要分野は多岐にわたる。主な分野は土木建築分野であり、全需要量に占める割合をみると、「建物」（27.1％）、「建築資材」（4.9％）と、橋梁などの「構造物」（5.0％）を合わせて37.0％に達する（社団法人日本塗料工業会『日本の塗料　’12』、原典は同「2011年塗料製造業実態調査」）。次いで、乗用車、トラックなどの「道路車両」であり、新車（15.2％）、補修用（3.1％）を合わせて18.3％を占める。以下、「船舶」9.0％、「金属製品」6.8％などが主な用途であり、「輸出」は6.1％を占める。
出荷額に占める中小企業の割合は51.0％であり、製造業全体のそれが39.7％であることと比べて中小企業の占める比重が高いことが特徴である（経済産業省『平成22年工業統計表（企業統計編）』）。特に、油性塗料、ラッカー、電気絶縁塗料、シンナーなど、合成樹脂塗料以外の品目で中小企業の比重が高い。
用途別では、自動車の新車用は大企業、補修用は中小企業といった棲み分けがなされるなど、業界では、大企業と中小企業が並存している。
大阪の地位

大阪は、戦前から塗料の生産・流通の中心であり、昭和12年には全国125工場のうち、大阪には59工場が立地した（大阪府商工部工業課・大阪府立商工経済研究所『大阪の地場産業』昭和56年３月）。
塗料生産が大阪に集積した背景としては、原料となる油脂や天然樹脂が中国等からの輸入であり、また製品輸出もアジア地域であったことから、これらの地域との交流が活発で河川交通の発達した阪神地区が立地上優位であったこと、主要需要先であった船舶の建造、修理が西日本に集中していたことが要因としてあげられる（同上）。現在でも、神崎川沿いの淀川区を中心に大阪市内に立地する企業が多い。
　平成22年の大阪府における事業所数は69、従業者数は2,450人、製造品出荷額等は819億円であり、全国に占める割合は、それぞれ17.6％、13.8％、7.9％である（経済産業省『工業統計表（産業細分類別統計表）』、従業者４人以上）。大阪府は、事業所数で全国１位、従業者数で埼玉県に次ぐ第２位、製造品出荷額等で兵庫県、埼玉県、愛知県、栃木県に次ぐ第５位である。　
販売・生産は回復
販売量は、22年に減少傾向から持ち直したものの、23年には再び減少した。24年に入ると1～6月は前年同月比で各月とも増加し、需要は回復している。また、社団法人日本塗料工業会が、会員に対して行った「平成24年７月業況観測アンケート調査結果」によると、７月の販売金額は前年同月比で7.1％増であった。
ただし、販売の伸びは需要分野によりばらつきがある。「建築」10.8％、「自動車」10.0％、「電気・機械・金属」7.2％は伸びが大きく、以下、「木工」2.9％、「船舶・構造物」0.5％となっている。

このように、震災等による経済活動の停滞から回復に向かった分野の塗料需要は伸びているが、それ以外の伸びは大きくない。
実際、自動車の新車向け塗料は今年に入ってからは増加しているという指摘や、建築資材やプレハブ住宅向けの塗料が伸びている企業が見られた。また、消費活動の回復により、リフォーム用の塗料も増加しているという声も聞かれた。
生産量についても販売量と同様の動きを見せている。
収益は厳しい
原材料価格は、現在高止まりで推移している。しかしながら、その増加部分を全て販売価格に転嫁できている状況ではなく、転嫁は半分程度としている企業も見られた。
これは、塗料を使用するユーザー自身も親会社等からの要請で値上げを受け入れることが難しい状況にあるためとも言われている。そのようなことから、各社は、配合や製造方法の見直し等を行ったり、清掃活動を業者委託から自社の人員での対応に変更すること等でコスト削減に努めているが、収益的には厳しい。

設備投資は慎重

国内の塗料需要の先行きが不透明であることから、大半の企業は、現状の受注をこなす目的の設備投資が中心である。具体的には、原料等を入れるタンクの入れ替え、パソコンやサーバーの更新といったものであり、ある企業では、減価償却費の範囲内としていた。　

なお、一部の企業では海外工場を建設している事例も見られた。
採用活動は継続
人員を削減する企業よりは、むしろ採用活動を継続している企業が多い。
具体的には、欠員補充に際して、営業、技術といった部門は正社員で採用を行ない、工場の現場作業は派遣等を主体に補充をしている企業も見られた。
技術部門では、定年退職者を見越して製造要員を毎年採用していた。その理由は、調色工程で経験が必要であり、その技能伝承を行なうためであった。
節電の取組

今夏は、昨夏以上に節電について喧伝された。今回のヒアリングでは、使用していない部屋のクーラーを止めることや、その設定温度を28度にするという取組が多く見られた。

さらに、予定消費電力を超えると、警報が鳴るようにすることで、企業内で注意喚起を促した企業や、一度に機械を稼動させず、順々に稼動させることで電力消費を一気に大きくしないようにする取組の他、生産を前倒し、在庫を多く持つことで、夏の電力需要増加に対応した企業も見られた。
今後の見通し

今後の見通しに関しては、リーマンショック以前の需要量には届かないのでは、という声がよく聞かれた。これは、塗料ユーザー企業の海外移転に伴い、国内の塗料需要が落ち込んでいくと見込まれるためである。
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        （単位：事業所、人、億円、％）

大阪府 69 17.6 2,450 13.8 819 7.9

埼玉県 62 15.8 3,098 17.4 1,473 14.2

兵庫県 49 12.5 2,047 11.5 1,638 15.8

愛知県 33 8.4 2,434 13.7 1,449 14.0

栃木県 10 2.6 788 4.4 1,129 10.9

全国 392 100.0 17,772 100.0 10,385 100.0

資料：経済産業省『工業統計表（産業細分類別統計表)』

（注）従業者4人以上の統計。各項目の右欄は全国シェア。

表2　塗料の生産・販売の推移（全国）

       （単位：トン、％）

重量

前年（同期）

比 重量

前年（同期）

比

1,838,791 -5.2 1,982,421 -4.5

1,475,285 -19.8 1,629,124 -17.8

1,600,101 8.5 1,740,749 6.9

1,563,745 -2.3 1,693,040 -2.7

23年 1～ 3月 378,967 -3.0 417,313 -1.9

4～ 6月 366,560 -5.5 392,205 -7.8

7～ 9月 399,538 -2.1 435,256 -2.2

10～12月 418,680 1.3 448,266 0.7

24年  1月 121,059 1.6 130,025 1.0

 2月 137,142 7.4 144,249 4.3

 3月 141,661 7.1 155,766 3.7

 4月 131,729 8.6 145,294 10.3

 5月 132,918 17.1 142,894 19.3

 6月 137,321 4.2 145,241 3.2

資料：経済産業省『化学工業統計』

（注）常用従業者10人以上の事業所を対象とした統計。
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こうした中、各社の経営戦略をみると、新製品開発による付加価値の増大を目指す一方で、生産品目を絞るなど集約化を進める例も見られる。
具体的には、植物由来の原料と合成樹脂塗料を配合することで、高い機能性を備えた環境配慮型塗料の開発を行なっている。そして、環境意識の高まりを受けて溶剤系塗料から水性塗料の開発に力点を移しているケースでは、産学官連携によりナノテクノロジーを用いて、汚れが降雨で洗い流される塗料を開発している。また、取引先の要望で無鉛化塗料の開発を行なっている例もあるように環境志向から付加価値の高い商品開発に取り組んでいる。

海外に目を転じると、海外の塗料メーカーと技術提携を行い、海外メーカーから技術指導料やロイヤリティ収入の獲得を目指すケースがあったり、海外工場を稼動させることで現地ユーザーの開拓に力を入れている事例もあった。

一方で、自社工場の生産量には上限があるため、生産品種を絞り込んで、不得意分野から撤退する代わりに、同業他社に得意分野の商品を供給するというケースがあった他、自社が得意でない塗料を生産している企業と共同で受注活動を行なうケースも見られた。
このように、各社が持つそれぞれの自社資源と照らし合わせて、戦略をもった取組がなされており、今後の展開が期待される。
（山本　桂宏）
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